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令和6年度
地域おこし協力隊の定住状況等に係る調査結果

令和７年４月４日
総務省 地域力創造グループ

地域自立応援課



任期終了後の隊員の動向（定住地・なりわい）

○平成31年４月１日～令和６年３月31日までの直近５年間（平成31～令和5年度）に任期終了した地域おこし協力隊員
の 定住状況等について調査を実施。（調査時点：令和６年５月１日）

• 直近５年間に任期終了した隊員は、8,034人。
そのうち任期終了後、およそ68.9％（5,539人）の隊員が同じ地域に定住。
【参考】令和６年３月31日までに任期終了した隊員は、累計で12,682人（前回比＋1,559人）。

• 直近５年間に任期終了した隊員のうち、活動地と同一市町村内に定住した隊員（4,477人）は、
約46％（2,077人）が起業、約34％（1,542人）が就業、約12％（525人）が就農・就林。

1

他の地域に転出
1,893人（23.5%）

活動地の
近隣市町村内に定住

1,062人（13.2%）

活動地と
同一市町村内に定住

4,477人（55.7%）

不明
549人（6.8%）

同じ地域に定住
5,539人

（ 68.9％）

その他
53人（0.7%）

合計=  8,034人

うち、212人が活動地と関わりの
ある地域協力活動に従事

合計=  4,477人

就業
1,542人（34.4％）

起業
2,077人 (46.4％)

事業承継
55人（1.2％）

その他
147人（3.3％）

不明
131人（2.9％）

就農・就林
525人（11.7％）

※円グラフの構成値は四捨五入しているため、合計が100％にならないことがある。

定住地 なりわい

（活動地と同一市町村内に定住した隊員数）
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任期終了後定住した隊員の動向（就業・就農等編）

○行政関係（自治体職員、議員、集落支援員等）
３６３名

○観光業（旅行業・宿泊業等） １５３名

○農林漁業（農業法人、森林組合等）１３６名

○地域づくり・まちづくり支援業 １1３名

○医療・福祉業 ６４名

○教育業 ５９名

○製造業 ５２名
 
○小売業 ５１名  

○６次産業（生産・加工・販売全て） ４５名 
ほか                                         

就業

○農業 ４２８名

○林業 ５２名

○畜産業 １６名

○漁業・水産業 １３名

ほか

就農・就林等

※準備中・研修中を含む

（※）直近５年間（平成31年４月１日～令和６年３月31日）に任期終了し、同一市町村内に定住した隊員（4,477人）の動向。
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任期終了後定住した隊員の動向（起業・事業承継編）

○飲食サービス業（古民家カフェ、農家レストラン 等）                       ２７９名

○美術家（工芸含む）、デザイナー、写真家、映像撮影者   ２０３名

○宿泊業（ゲストハウス、農家民宿 等）                                           １８７名

○小売業（パン屋、ピザの移動販売、農作物の通信販売 等）                 １７２名

○観光業（ツアー案内、日本文化体験 等）                                        １２２名

○６次産業（猪や鹿の食肉加工・販売 等）     １００名

○まちづくり支援業（集落支援、地域ブランドづくりの支援 等）  ８０名  ほか

５５名（伝統工芸の承継、民宿の承継 等）

起業

事業承継
※準備中を含む

（※）直近５年間（平成31年４月１日～令和６年３月31日）に任期終了し、同一市町村内に定住した隊員（4,477人）の動向。
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都道府県別任期終了者数と定住率①

都道府県名
任期終了者
直近5年間※
（Ａ）

うち同じ地域に
定住した者
（B）

定住率
（B／A）

北海道 1,020 783 76.8%

青森県 106 76 71.7%

岩手県 283 178 62.9%

宮城県 233 156 67.0%

秋田県 131 72 55.0%

山形県 168 112 66.7%

福島県 275 180 65.5%

茨城県 135 83 61.5%

栃木県 120 90 75.0%

群馬県 192 125 65.1%

埼玉県 57 36 63.2%

千葉県 76 49 64.5%

都道府県名
任期終了者
直近5年間※
（Ａ）

うち同じ地域に
定住した者
（B）

定住率
（B／A）

東京都 28 21 75.0%

神奈川県 1 1 100.0%

新潟県 327 208 63.6%

富山県 72 49 68.1%

石川県 88 61 69.3%

福井県 68 43 63.2%

山梨県 166 126 75.9%

長野県 580 447 77.1%

岐阜県 80 52 65.0%

静岡県 126 96 76.2%

愛知県 21 12 57.1%

三重県 130 80 61.5%
（※）直近５年間（平成31年４月１日～令和６年３月31日）に任期終了した隊員の累計。
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都道府県別任期終了者数と定住率②

都道府県名
任期終了者
直近5年間※
（Ａ）

うち同じ地域に
定住した者（B）

定住率
（B／A）

滋賀県 52 39 75.0%

京都府 60 36 60.0%

大阪府 5 4 80.0%

兵庫県 206 150 72.8%

奈良県 177 128 72.3%

和歌山県 73 55 75.3%

鳥取県 119 77 64.7%

島根県 335 215 64.2%

岡山県 252 158 62.7%

広島県 116 87 75.0%

山口県 122 89 73.0%

徳島県 99 65 65.7%

都道府県名
任期終了者
直近5年間※
（Ａ）

うち同じ地域に
定住した者
（B）

定住率
（B／A）

香川県 64 46 71.9%

愛媛県 189 126 66.7%

高知県 319 235 73.7%

福岡県 198 132 66.7%

佐賀県 59 35 59.3%

長崎県 110 66 60.0%

熊本県 249 166 66.7%

大分県 211 154 73.0%

宮崎県 199 119 59.8%

鹿児島県 235 162 68.9%

沖縄県 102 59 57.8%

＜全国＞ 8,034 5,539 68.9%
（※）直近５年間（平成31年４月１日～令和６年３月31日）に任期終了した隊員の累計。
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